
第23回定時株主総会
インターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

（平成24年10月１日から平成25年９月30日まで）

株式会社セプテーニ・ホールディングス

「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきまして
は、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、インターネット上の当社ウ
ェブサイト（http://www.septeni-holdings.co.jp/）に掲載することによ
り、株主の皆さまに提供しております。
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連 結 注 記 表
（平成24年10月１日から平成25年９月30日まで）

［継続企業の前提に関する注記］
　該当事項はありません。

［連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等］
　 １. 連結の範囲に関する事項
　 (1) 連結子会社の数・・・19社

主要な会社名
　株式会社セプテーニ
　アクセルマーク株式会社

　 (2) 主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社
　株式会社ライデンシャフト
（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び
利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため
であります。

　 ２. 持分法の適用に関する事項
　 (1) 持分法を適用した関連会社の数・・・２社

主要な会社名
　株式会社プライムクロス

(2) 持分法を適用していない非連結子会社(株式会社ライデンシャフト)は、当期純損益(持分に見合
う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に
及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外し
ております。

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結子会社と異なる会社については、連結決算日現在で、各
社の仮決算を行った計算書類を使用しております。
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　 ３. 会計処理基準に関する事項
　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 ① 有価証券

　その他有価証券
時価のあるもの・・・決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）を
採用しております。

時価のないもの・・・移動平均法による原価法を採用しております。
　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金
融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）につ
いては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近
の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によってお
ります。

　 ② デリバティブ
　時価法

　 ③ たな卸資産
仕掛品・・・個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。
貯蔵品・・・最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）を採用しております。
　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

建物(附属設備を含む)については、主として定額法を採用しております。その他の有形固
定資産については定率法を採用しております。

　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ２～18年
その他の有形固定資産 ３～15年

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３～５年）に基
づいております。

　 ③ リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年９月
30日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行って
おります。
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　 (3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については、個別に回収可能
性を勘案して回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金・・・従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期期間対応額を計
上しております。

　 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し換算差額は損益とし
て処理しております。
　なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び
費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に
含めて計上しております。

　 (5) のれんの償却方法及び償却期間
　２～10年間の定額法により償却を行っております。

　 (6) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理・・・税抜方式を採用しております。なお、控除対象外の消費税等につ

きましては、販売費及び一般管理費に計上しております。

［連結貸借対照表に関する注記］
有形固定資産の減価償却累計額 385,697千円
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［連結株主資本等変動計算書に関する注記］
　 １. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 135,056株
　
　 ２. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成24年11月29日
取締役会 普通株式 125,896 1,000 平成24年９月30日 平成24年12月６日

　
　 ３. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成25年11月28日
取締役会 普通株式 利益剰余金 176,586 1,400 平成25年９月30日 平成25年12月４日

　
４． 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間が到来しているもの）の目的となる

株式の数
ストックオプションとして発行した新株予約権 3,176株

　
（注）当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき200株の株式分割を行っておりますが、本

注記は当連結会計年度の末日における記載であるため、株式分割前の株式数により記載しており
ます。
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［金融商品に関する注記］
１. 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金の状況を鑑み、資金運用については、流動性、安全性の高い金融機関
に対する預金等で行っております。また、資金調達については、金融機関からの借入により調
達しております。
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、取引先の
状況を定期的にモニタリングすることによりリスク管理を行っております。また、外貨建ての
営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、金額が僅少のため、リスクは低いと判
断しております。
　投資有価証券は、主としてその他の有価証券に分類される複合金融商品であり、市場価格の
変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握することにより
リスク管理を行っております。なお、デリバティブ取引が組み込まれた複合金融商品について
は信用力の高い発行体に限定しているため、信用リスクは低いと判断しております。

　
２. 金融商品の時価に関する事項

　平成25年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。
　 （単位：千円）

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 6,670,715 6,670,715 ―

(2）受取手形及び売掛金 6,370,263 6,370,263 ―

(3）投資有価証券（※１） 181,146 181,146 ―

　資産計 13,222,126 13,222,126 ―

(1）買掛金 5,069,836 5,069,836 ―

(2）短期借入金 742,588 742,588 ―

(3) 長期借入金（※２） 108,341 107,920 △420

(4) リース債務（※３） 1,734 1,737 2

　負債計 5,922,500 5,922,082 △418

デリバティブ取引 ― ― ―
（※１）組み込まれたデリバティブを合理的に区分することが困難な複合金融商品を含めて表示して

おります。
（※２）１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。
（※３）流動負債のリース債務を含めて表示しております。
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（注）１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金
　これらは短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっております。
(3）投資有価証券
　これらの時価は、取引所の価格、取引金融機関等から提示された価格によっており
ます。

負債
(1）買掛金、(2）短期借入金
　これらは短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。
(3）長期借入金、(4）リース債務
　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合
に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引
　デリバティブ取引の時価は、現在行っているデリバティブ取引が、金融商品に組み込
まれており、デリバティブ取引を合理的に区分して算定することが困難なため、当該金
融商品全体を、取引金融機関等から提示された価格によっております。

　 ２ 非上場株式等（連結貸借対照表計上額 783,462千円）は、市場価格がなく、時価を把握
することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。
　

［賃貸等不動産に関する注記］
　該当事項はありません。
　
［１株当たり情報に関する注記］
１. １株当たり純資産額 300円26銭

２. １株当たり当期純利益 47円90銭
（注）当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき200株の株式分割を行っております。

当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。
　
［重要な後発事象に関する注記］
　該当事項はありません。

［その他の注記］
　該当事項はありません。
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個 別 注 記 表
（平成24年10月１日から平成25年９月30日まで）

［継続企業の前提に関する注記］
　該当事項はありません。

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］
　 １. 資産の評価基準及び評価方法
　 (1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価法を採用しております。
　 その他有価証券

時価のあるもの・・・決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）を採用
しております。

時価のないもの・・・移動平均法による原価法を採用しております。
　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融
商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）について
は、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算
書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

　 (2) デリバティブ
時価法

　 (3) たな卸資産
貯蔵品・・・最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。
　
　 ２. 固定資産の減価償却の方法
　 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　建物（附属設備含む）については、定額法を採用しております。その他の有形固定資産につ
いては、定率法を採用しております。

　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ２～４年
その他の有形固定資産 ３～10年

　 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて
おります。
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　 (3) リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年９月
30日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行ってお
ります。

　 ３. 引当金の計上基準
賞与引当金・・・従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期期間対応額を計上

しております。
　
　 ４. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 消費税等の会計処理
　税抜方式を採用しております。
　なお、控除対象外の消費税等につきましては、営業費用に計上しております。

(2) 持株会社としての損益の表示
　「営業収益」には子会社から受け取る経営指導料及び配当金を表示しております。
　また、「営業費用」には販売費及び一般管理費を表示しております。

［貸借対照表に関する注記］
１． 有形固定資産の減価償却累計額 195,607千円

２． 関係会社に対する金銭債権債務
金銭債権 247,151千円
金銭債務 10,974千円

［損益計算書に関する注記］
　 関係会社との取引高

　営業収益 1,908,379千円
　営業費用 7,684千円
　営業外収益 8,420千円
　営業外費用 1,549千円

［株主資本等変動計算書に関する注記］
　 当事業年度の末日における自己株式の数

　普通株式 8,923株
　
（注）当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき200株の株式分割を行っておりますが、本

注記は当事業年度の末日における記載であるため、株式分割前の株式数により記載しておりま
す。
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［税効果会計に関する注記］
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産
賞与引当金 10,628千円
地代家賃 30,808千円
投資有価証券評価損 39,074千円
関係会社株式評価損 154,981千円
役員退職慰労金 未払計上 11,696千円
繰越欠損金 202,851千円
新株予約権 17,255千円
分離先子会社株式 37,297千円
その他 18,872千円
繰延税金資産小計 523,466千円
評価性引当額 △523,466千円
繰延税金資産合計 －千円
繰延税金資産の純額 －千円

　

［リースにより使用する固定資産に関する注記］
　該当事項はありません。
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［関連当事者との取引に関する注記］

属性 名称 議決権等の
所有割合 関連内容 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
(千円)

子会社 ㈱セプテーニ 100.0％ 役員の兼任
経営指導 経営指導料 1,102,192 売掛金 207,563

子会社 トライコーン㈱ 100.0％ 役員の兼任
経営指導 ― ― 関係会社

預り金 100,000

子会社 ㈱セプテーニ・ダイレ
クトマーケティング 100.0％ 役員の兼任

経営指導 ― ― 関係会社
預り金 100,000

子会社 コミックスマート㈱ 100.0％ 役員の兼任
経営指導 株式の引受 130,000 ― ―

子会社 ㈱セプテーニ・ベンチ
ャーズ 100.0％ 役員の兼任

経営指導 株式の引受 150,000 ― ―

（注）１ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高の売掛金には消費税等
が含まれております。

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等
・経営指導料は、業務内容等を勘案し当事者間の契約により決定しております。
・株式の引受は、子会社が行った増資等を全額引き受けたものであります。

［１株当たり情報に関する注記］
１. １株当たり純資産額 246円53銭

２. １株当たり当期純利益 5円43銭
（注）当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき200株の株式分割を行っております。

当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、算定しております。
　
［重要な後発事象に関する注記］
　 該当事項はありません。

［その他の注記］
　 該当事項はありません。
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